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株 主 の 皆 様 へ

平素は格別のお引立を賜り有難く厚くお礼申し上げます。

さて、平成30年９月30日をもって終了いたしました第81期上半期（平成30年４月１

日から平成30年９月30日まで）の事業の概況につき、ご報告申し上げます。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご指導とご支援を賜りますようお願

い申し上げます。

事 業 の 概 況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、西日本豪雨や台風等の自然災害による

影響を受けましたが、企業収益や雇用情勢の改善等を背景にして緩やかな回復傾向が

続いています。一方世界経済は、米国の保護主義的な通商政策により貿易摩擦が激化

し、先行きには不透明感が高まっています。

当社グループの重要な販売分野である繊維工業関連におきましては、国内では生産

拠点が海外に移転し、また国内大手顧客の不採算製品の生産中止及び体力強化のため

の事業構造改革の影響による販売量の減少などもあり、依然として厳しい状態が続い

ております。一方、海外の繊維工業関連におきましては、長年に亘り生産拡大路線を

続けてきた中国繊維産業の設備投資に陰りが見え始めています。また、前連結会計年

度に一部地域で発生していた工場の環境対策工事による操業停止や生産調整はほぼ終

了いたしましたが、各業界内での企業淘汰の兆しが見え始めています。

非繊維工業分野におきましては、国内自動車関連では新車販売が前年同期比で減少

し、建築関連も建築資材の生産がやや低調となっております。海外自動車関連では、

好調を維持していた米国及び中国で新車販売が減少傾向にあり、台頭するインド市場

は今後も成長が見込まれます。

このような状況下、当社グループでは高品質で価格競争力のある製品の開発を行う

とともに、市場ニーズに合致した製品の早期開発に注力してまいりました。また、国

内においては、顧客の生産拠点の海外移転への対応を柔軟に行い、海外においては、

主力の中国市場以外での拡販にも注力いたしました。

以上の結果、当中間連結会計期間における当社グループの業績は、売上高16,433百

万円（前年同期比4.9％増）、営業利益2,605百万円（前年同期比0.3％減）、経常利益

3,646百万円（前年同期比20.7％増）、親会社株主に帰属する中間純利益2,583百万円

（前年同期比38.9％増）となりました。
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部門別の業績は、次のとおりであります。

① 界面活性剤部門における当中間連結会計期間の売上高は11,798百万円（前年同

期比6.9％増）、営業利益は1,863百万円（前年同期比1.5％増）となりました。

陰イオン界面活性剤の分野におきましては、国内繊維メーカー各社が縮小傾向の

中、これまで堅調に生産を伸ばしていた不織布分野が停滞気味となっております。

海外向けでは、化合繊油剤、工業用活性剤の販売が不振となり、売上高は1,533百

万円（前年同期比5.3％減）となりました。

非イオン界面活性剤の分野におきましては、国内では、アパレル業界における差

別化商品の生産量アップの影響で売上が回復しましたが、産業資材分野におきまし

ては顧客による生産調整の影響で低迷しました。非繊維工業分野では自動車ケミカ

ル製品、トイレタリー分野が堅調で、前年同期を上回る販売となりました。海外向

けでは産業用繊維分野、高機能繊維分野において大きく販売数量を伸ばしました。

その結果、売上高は9,780百万円（前年同期比8.8％増）となりました。

陽・両性イオン界面活性剤の分野におきましては、国内の繊維工業関連加工剤の

販売は前年同期よりやや減少し、非繊維工業分野では両性イオン界面活性剤の不採

算製品を販売中止としたために販売が減少しました。しかしながら、海外向けの化

合繊油剤が好調であったため、売上高は485百万円（前年同期比11.5％増）となり

ました。

② その他部門における当中間連結会計期間の売上高は4,634百万円（前年同期比

0.3％増）、営業利益は741百万円（前年同期比4.7％減）となりました。

高分子・無機製品等の分野におきましては、繊維工業関連では、衣料の国内生産

が低迷し、前年同期を下回る結果となりました。非繊維工業関連では、建築関連は

全般的に低調となりましたが、自動車関連をはじめとする海外需要の取り込みによ

り前年同期を上回る販売となりました。設備投資関連資材は、好調な半導体市場の

影響で前年同期を上回る販売となりました。

当連結会計年度の見通しにつきましては、売上高33,000百万円、営業利益5,000百万

円、経常利益5,400百万円、親会社株主に帰属する当期純利益3,700百万円を目標とし

て全社を挙げてより一層努力する所存でございます。
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中間連結貸借対照表

(平成30年９月30日現在)
(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 48,257 流 動 負 債 9,075

現 金 預 金 31,033 買 掛 金 6,436

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 9,274 未 払 法 人 税 等 978

有 価 証 券 3,319 賞 与 引 当 金 130

商 品 及 び 製 品 1,992 そ の 他 1,530

仕 掛 品 501 固 定 負 債 1,402

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,149 退 職 給 付 に 係 る 負 債 923

そ の 他 987 資 産 除 去 債 務 107

貸 倒 引 当 金 △1 繰 延 税 金 負 債 306

そ の 他 65

固 定 資 産 13,672 負 債 合 計 10,478

有 形 固 定 資 産 4,971 純 資 産 の 部

建 物 及 び 構 築 物 1,989 株 主 資 本 49,650

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 1,820 資 本 金 6,090

土 地 529 資 本 剰 余 金 6,519

建 設 仮 勘 定 496 利 益 剰 余 金 44,359

そ の 他 135 自 己 株 式 △7,318

無 形 固 定 資 産 22 その他の包括利益累計額 1,658

投資その他の資産 8,678 その他有価証券評価差額金 1,822

投 資 有 価 証 券 7,637 為替換算調整勘定 △164

そ の 他 1,047 退職給付に係る調整累計額 0

貸 倒 引 当 金 △7 非 支 配 株 主 持 分 143

純 資 産 合 計 51,452

資 産 合 計 61,930 負 債 ・ 純 資 産 合 計 61,930

　(注) 1. 有形固定資産の減価償却累計額 16,718百万円

　 2. 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

　 3. １株当たり純資産額 15,854円26銭

　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　 中間連結貸借対照表上の純資産の部の合計額 51,452百万円

　 純資産の部の合計額から控除する金額

　 非支配株主持分 143百万円

　 普通株式に係る中間期末の純資産額 51,308百万円

　 １株当たり純資産額の算定に用いられた
　 中間期末の普通株式の数

3,236千株
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中間連結損益計算書

[平成30年４月１日から
平成30年９月30日まで]

(単位：百万円)

科 目 内 訳 金 額 金 額

売 上 高 16,433

売 上 原 価 11,842

売 上 総 利 益 4,590

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,985

営 業 利 益 2,605

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 125

持分法による投資利益 36

為 替 差 益 830

そ の 他 58 1,049

営 業 外 費 用

支 払 利 息 0

投 資 事 業 組 合 運 用 損 5

支 払 手 数 料 2

そ の 他 1 9

経 常 利 益 3,646

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 0

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2

厚生年金基金解散損失引当金戻入額 19 21

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 20 20

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 3,647

法人税、住民税及び事業税 926

法 人 税 等 調 整 額 134 1,061

中 間 純 利 益 2,586

非支配株主に帰属する中間純利益 2

親会社株主に帰属する中間純利益 2,583

　(注) １株当たり中間純利益 798円30銭

　１株当たり中間純利益の算定上の基礎

　 中間連結損益計算書上の親会社株主に帰属する中間純利益 2,583百万円

　 普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益 2,583百万円

　 普通株式の期中平均株式数 3,236千株
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会 社 の 概 況（平成30年９月30日現在）

1. 主要な事業内容

品 目 用 途 主 要 製 品

界
　
面
　
活
　
性
　
剤
　
部
　
門

陰イオン界面活性剤

繊 維 工 業 化合繊紡糸紡績油剤、チーズ用柔軟平滑剤

農 薬 工 業 農薬防疫用乳化剤

ゴ ム 工 業 防着、離型剤

洗 剤 工 業 食器、食品洗浄剤

非イオン界面活性剤

繊 維 工 業 化合繊紡糸紡績油剤、コーニングオイル、フィラメント

織布用経糸油剤、精練洗浄剤、染色助剤

鉄鋼金属工業 圧延油、作動油、金属洗浄剤

製 缶 工 業 成型用油剤

樹 脂 工 業 合成樹脂用練込帯電防止剤

香 粧 品 工 業 乳化剤

公害防止産業 流出油処理剤

陽・両性イオン界面活性剤

繊 維 工 業 柔軟仕上剤、チーズ用柔軟平滑剤、永久通気性撥水剤

樹 脂 工 業 合成樹脂用帯電防止剤

香 粧 品 工 業 洗剤原料

そ
　
の
　
他
　
部
　
門

高分子・無機製品

繊 維 工 業 経糸用糊剤、風合改良剤、繊維加工剤

建 材 工 業 壁材用接着補強剤、軽量化充塡剤

機 械 工 業 合成ダイヤモンド

電機・機械工業 磁性流体

自 動 車 産 業 軽量化剤

印 刷 工 業 インキ、塗料加工剤

香 粧 品 工 業 触感向上剤、紫外線防止剤

エレクトロニクス産業 感熱用薬剤、電池用多孔化剤

仕 入 商 品
建 材 工 業 リシン用基剤樹脂

繊 維 工 業 経糸用糊剤

2. 企業集団の営業所及び工場

(1) 当社
　営業所 大 阪 営 業 所 東京営業所 金沢営業所
　工 場 本社製造部門 静岡製造部（袋井市）

大阪製造部（高石市）

(2) 子会社
　工 場 インドネシア工場
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3. 取締役及び監査役

会 社 に お け る 地 位 氏 名

代 表 取 締 役 社 長 木 村 直 樹

代 表 取 締 役 専 務 矢 野 真 剛

専 務 取 締 役 久 下 修 平

常 務 取 締 役 山 田 正 幸

常 務 取 締 役 岡 田 幸 久

取 締 役 柴 野 道 宏

取 締 役 橘 興 林

取 締 役 柳 田 登

常 勤 監 査 役 山 根 紳 一 郎

監 査 役 三 嶋 孝 司

監 査 役 叶 智 加 羅

監 査 役 西 本 清 一

(注) 1. 取締役柳田登氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2. 監査役三嶋孝司氏、監査役叶智加羅氏、監査役西本清一氏は、会社法第２条第16号に定める

社外監査役であります。

　
株 式 の 概 況（平成30年９月30日現在）

　
1. 発 行 可 能 株 式 総 数 16,000,000株

2. 発 行 済 株 式 の 総 数 4,512,651株

3. 大 株 主 の 状 況
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

松 本 興 産 株 式 会 社 677,156株 20.92％

松 栄 産 業 株 式 会 社 320,569 9.91

有 限 会 社 木 村 207,900 6.42

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 135,480 4.19

木 村 直 樹 133,247 4.12

松 本 新 太 郎 123,290 3.81

岩 田 み ち 子 115,908 3.58

木 村 芳 樹 93,328 2.88

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 87,600 2.71

鰐 洲 み よ 子 86,038 2.66
　

(注) 当社は、自己株式1,276,380株を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。ま
た、持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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株 主 メ モ

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定 時 株 主 総 会 ６月下旬

単 元 株 式 数 100株

基 準 日 ３月31日
その他必要がある場合は、あらかじめ公告して定め
る日

株主名簿管理人
及び特別口座の
口 座 管 理 機 関

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人
事 務 取 扱 場 所

大阪市中央区北浜四丁目５番33号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

(郵便物送付先) 〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

(電 話 照 会 先) 0120－782－031

(
インターネット
ホームページ
U R L)

http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

公 告 方 法 当会社の公告は電子公告とする。ただし、事故その他
やむを得ない事由によって電子公告による公告をする
ことができない場合は、大阪市において発行する日本
経済新聞に掲載してこれを行う。
電子公告掲載URL http://www.mtmtys.co.jp/

上場証券取引所 東京証券取引所（JASDAQ市場）
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

※ご注意
【株式に関する住所変更等のお届出及びご照会について】

証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出及び照会
は、口座のある証券会社宛にお願いいたします。証券会社に口座を開設され
ていない株主様は、上記の電話照会先にご連絡ください。

【特別口座について】
株券電子化前に「ほふり」(株式会社証券保管振替機構）を利用されていな
かった株主様には、株主名簿管理人である上記の三井住友信託銀行株式会社
に口座（特別口座といいます。）を開設いたしました。特別口座についての
ご照会及び住所変更等のお届出は、上記の電話照会先にお願いいたします。
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